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今月の特集： 
大手企業を参考にしない
中小企業の人事制度
  
通常、中小企業で人事制度を構築するというと、大手企業の人事制度を参考につくることが往々にしてあります。しかし、大手企業の人事制度は創業期から様々な過程を経て現在の状態になっているのであり、中小企業がそのまま真似することはできないものです。そのため今回は中小企業と大手企業の違いについてご説明します。
１．単能工か多能工
大手企業では従業員数が増えるにつれて、職種が細分化されていきます。その様々な職種をたくさんの人数でこなすため、すべての職種を経験して中堅職層に上がること自体、とても難しいことになります。そのため、大手企業では最終的にすべての職種を経験することなく中堅職層にステップアップするケースが増えてきます。

中小企業では、例えば１人で創業した経営者は究極の多能工化と言えます。やがて業容拡大に合わせて社員を採用することになりますが、基本的にはすべての職種を経験させることになります。

そのため、中小企業などでは優秀な社員を表現するときに「多能工」である場合が多くあります。大手企業では単能工、中小企業は多能工と優秀な社員に根本的な違いがあります。
２．期待成果の成長要素
日本では長い間、「目標達成率」または「昨年対比」という業績評価の仕方をしてきました。期首に立てた経営目標を実現することによって、会社の存続発展を維持しようとしたこの評価の仕方は、社員も目標の達成率をもって評価するようになっています。

大手企業では、この目標に対して表だって不平・不満を言う社員はいません。しかし、中小企業の場合では経営計画書の発表の会場ですら「難しい」と平気でうそぶく社員がいます。

この発言は決して異常なことではありません。目標とは自ら設定するものです。会社全体の経営目標は経営者がその責任において達成に向けて努力するものであり、社員は社員自ら目標を設定し、達成に向かって努力するものです。

そのため、中小企業の「納得できない」という社員の発言は当然のことです。ただ、社員は成長したくないと思っているわけではありません。この評価の仕方に問題があると考えているだけです。

もともと社員は高い目標を掲げたいと考えています。そのため仮に会社で一番優秀な社員の売上高が5,000万円であるとすれば、すべての社員はこの5,000万円という売上高をいつか実現したいと考えています。

ところが問題なのは、この5,000万円を売り上げる時にどのような業務をどのようなやり方で実行すれば良いのかということを基本的に教えていないことです。ここに最大の問題があります。

昨年対比も同じです。昨年の業績が良ければ次の年の評価を高めるためのハードルが上がることは明らかです。そのため、昨年対比で評価している会社では当期の売上高を調整している社員がいます。今年の売上高をなんとか調整（不正である場合が多いのですが）をしながら、来期の売上高にその売上高を回そうとするのです。それもまた評価の仕方に問題があるからです。

大手企業であればこの目標設定の仕方について社員が「仕方がない」と諦めるかもしれません。しかし中小企業では心の底から納得できないと社員が考えた時、残念ながら自分の成長に真剣に取り組まなくなるという状況を生み出します。

この問題は大手企業になく、中小企業には大いにあることです。社員から不平・不満の出ない期待成果の成長要素を考える必要があります。
３．キャリアプランの存在
多くの大手企業にはキャリアプランがあります。基本的には一般職層・中堅職層・管理職層、つまりプレーヤーからプレーイングマネージャー、そしてマネージャーと成長していくこの３階層をどのようにステップアップするのか。そしてどのような職種があるのかを明確にしています。

それぞれの社員にどのようなキャリアアップがあるのかを前もって知らされることがあります。そのため、基本的に自分の40年間の人生をどう考えるかを計画することができます。

通常社員は自分で適性があると思ったプレーイングの仕事を選んで入社します。しかし、会社で成長することは、一生プレーヤーの仕事をするのではありません。キャリアプランがあることで40年の間に徐々に組織の中で役割が変化していくことを知り、前もって考え、計画することができます。そのため、キャリアプランを通じて自分の人生設計を考えることもできるようになります。

ところが中小企業の多くではそのイメージが入社段階にありません。この会社でどう成長するかは、その時になってみないと分からないことになります。

キャリアプランから人生を計画できないだけでなく、いずれは部下を育てる立場に変わると知っていればこそ、今の仕事の大変さがあることを理解することができます。それがわからなければ今の仕事の大変さだけが現実問題として浮かび上がってしまい、それがゆえにその現実から逃れようとしてしまう傾向があります。

その問題を解決するためにも中小企業ではキャリアプランをつくる必要があります。つくるのは決して難しくありません。組織には一般職層・中堅職層・管理職層という成長の３階層があり、そして様々な職種があり、その様々な職種を経験しながら、中堅職層、管理職層にステップアップすることを考えられるように職種一覧と昇格要件表を示せばいいのです。

それだけで中小企業の社員も、入社の段階で自分の人生を考えることができるようになります。
４．役職定年がある
大手企業の推定３分の２以上は役職定年があります。50歳や55歳で部長や課長という、いわゆる管理職層の役職を降りることになります。

降りた後は企業によって様々ですが、専門職コースに異動し部下を持たないまま組織の中で専門的な力を個人的に発揮するという仕事の仕方や、管理職層から一般職層に異動させ、組織でプレーヤーでの仕事を担当するように大幅に仕事内容を変化させるという仕事の仕方があります。

いずれにしても、これまでのように組織の中で力を発揮し、組織を通じて世の中に大きな貢献をするという立場から下ろすことには違いありません。これはこの企業に新しいポストが生まれない、つまり企業規模が拡大しないことを自ら宣言したと同じです。

一方で中小企業は成長・発展していく途中にあります。そのため今の段階で組織が「ここまで」と成長の限界を自ら設定する必要はありません。大手企業にある役職定年は、中小企業には原則必要ないと言えます。

そして私たちが組織を発展させる以上、可能な限りこの役職定年を取り入れないことを考えなければなりません。つまり社員の成長の結果としての規模拡大、組織拡大を考える必要もあります。これは経営者の大いなる責任と言えるでしょう。
５．学歴で処遇を決める
大手企業の３分の２以上は学歴で処遇を決めていると言わざるを得ません。極端なケースで言うと、高卒社員は中堅職層止まりということを明確にしている会社もあります。

製造業の人事制度を真似た中小企業で、「高卒は製造部、大卒は営業部」のように学歴で職種を分けている会社もあるほどです。それがゆえに、高卒中心の製造部と大卒中心の営業部では、成長給表そのものを変えたいと言った経営者もいます。

しかし、中小企業では多能工を目指し様々な仕事をできるように成長していくことによって、大手企業とは違う社員の優秀さがそこで証明されると同時に、忙しい部署に社員が移動できることで生産性も常に高い数字を維持することができます。

そのため学歴によってその職種を分けたり、成長階層を限定したりということは中小企業ではおすすめできない考え方と言えます。なぜなら、我が社での社員の優秀さは、すべて成長シートによって確認することができるからです。

職種ごとに優秀な社員をモデルにして成長シートをつくった経営者が、次のような発言をしたことがあります。

「優秀な社員を可視化して成長する段階で、あることに気がつきました。大卒は優秀であると考え、高卒はその優秀さから切り離して考えていましたが、製造部の優秀な社員は高卒で、我が社ではこの高卒社員がいなければ製造部の根幹的な機能を果たすことができなかったことがわかりました。大手企業のモノマネをすることがいかに問題であるか、今回可視化しながら気が付きました」

このように学歴ではなく、成長シートの成長点数によってステップアップしていく成長等級で同じように処遇することによって、全社員一緒に成長してほしいと願っている経営者の想いをしっかりと実現したものになります。

中小企業では学歴抜きで処遇を決めることは必要でしょう。また、実は大手企業でもその考え方が不足しているために、組織全体の総合力を低めていることも否定できません。
６．昇進・昇格制度
成長塾ではステップアップ制度という言い方をしていますが、大手企業では昇進昇格制度と言います。大手企業に入社した社員は多くが自らの出世にとても関心を持っています。早く成長の階段を上り、役職について自らの力をさらに発揮させようという気持ちがあることは間違いありません。しかしその考え方と同時に、同期で入った数多くの社員と出世競争をしている意識が強くあります。

同期の社員には負けたくない。この感覚は否定しようにも、否定できないものです。ただ、自分が勝つためには誰かを負けにせざるを得ないこの状況では、会社員で一緒に成長していこうとする感覚を持つことはできません。

中小企業の場合にはこれから組織拡大・規模拡大を遂げていく途中にあります。そのためすべての社員がステップアップしていく必要があります。

そのため一部の優秀な社員が出世し、その出世を決める昇進・昇格制度という言い方では、中小企業の経営者の想いをしっかりと伝えたことにはなりません。そのため成長塾では「ステップアップ制度」と名前を変えました。

大手企業ではすべての社員が出世することはできない、そう誰しもが考えています。逆に中小企業では出世することを当初から考えていない可能性があります。それは中小企業に入った社員が、「私は特に優秀だとは考えていない」と思っている裏返しでしょう。

ステップアップ制度という名前にすることによって、入社したすべての社員が、この成長の階層をステップアップできることを伝える必要があります。
７．職能資格制度
日本では、人事制度は職能資格制度がなければ機能しないと言われてきました。処遇を決めるときに職能資格等級を決めなければ、当然なことに昇進も昇給・賞与も決めることができないからです。今でもそうですが人事制度は過去50年間「職能資格制度」に振り回されてきたと言っても過言ではないでしょう。

この制度の中にある職能資格等級は経営者の感覚と一致していることもあるでしょう。ただ残念なことに、職能資格等級を決めた根拠を伝えることができないという最大の問題点があります。

「なぜ私は３等級なのですか」「なぜ私は４等級なのですか」という社員の質問に、経営者はただ「この職能資格等級基準表をよく読んでください」と答えざるを得ないのです。

職能資格等級基準表を読んでも、理解のできる人は誰１人としていません。しかし、表立ってはそれを理解したがごとく制度を運用することになるのです。

職能資格制度を導入せずに「経営者の勘で等級を決めてきた。説明はできない」と言われて納得できない社員はいたとしても、不平・不満まで大きくなることはありませんでした。ところがわざわざこの職能資格基準表を表してしまったがために、どれほどの社員がそれによってやる気を落としたのか、想像するに難くありません。

中小企業ではこの職能資格制度を導入することは基本的に難しかったでしょう。なぜかといえば、この職能資格基準表を作るためには相当の時間と費用が必要だからです。なかなかそこに着手することはできなかったでしょう。ただ、等級を決めるための基準表がないため、自ら経営者の処遇を説明することができなかっただけです。

今後はステップアップ制度で、成長シートで何点獲得すれば次の等級にステップアップできるかということを説明することができるようになります。このステップアップ制度、ステップアップ基準については過去40年間、理解が難しいと言った社員は１人もいません。すべての社員が納得できます。

これによって経営者の処遇が間違っていない、等級を決める基準が全社員が納得できるものだと分かることによって、これからの成長は桁違いになるでしょう。
８．等級と役職との関係
大手企業と中小企業を分ける基準に、資本金や従業員数があります。ステップアップ制度をつくり、ステップアップ基準をつくったときに気が付くことですが、社員が９等級までステップアップするためには、30年以上かかります。高卒であれば48歳、大卒であれば50歳くらいになることがはっきり分かります。もし創業して10年ほどの会社であれば、いわゆる管理職層まで成長した社員がいないことになります。

ところが中小企業であっても、「部長」という役職に就いている社員もいます。それは社内で高い能力を持っているというのは事実でしょう。

しかし管理職層であるかというと少し実態は異なります。実際の社員の成長は中堅職。プレーイングマネージャーで今まさに部下指導、マネジメントの力を高めている途中なのです。

組織運営をしている以上、対外的なことに関して交渉するのは、どうしてもいわゆる管理職層の役職が必要になってきます。それが部長であり、課長という役職です。この現実に直面したとき、経営者は中堅職層の段階の社員であったとしても、課長や部長という役職を就けていたのです。

役職と成長階層・成長等級は異なる。これがはっきりすることで今までの問題が大いに解決します。

中堅職層の社員を仮に部長という役職に任命すると、この社員は経営者の指導すら快く受け入れることがなくなり、成長を足踏みしてしまうことがしばしばあります。なぜなら「部長」という役職は通常の役職の中では最上の役職です。本人は天井まで成長しきったと感じてしまうのです。

社員の成長段階と役職は今完全な形で連動していないとしても、確かにその役職に応じて責任感を持って仕事をしています。ただ１つ、部下指導という重要業務が、まだできるようになっていないのです。４点「優れたやり方で部下指導をしている」、５点「その業務を優れたやり方で実施しており、他の社員にも教えていた」ところまで成長していないということです。

この点が大手企業との違いです。大手企業は９等級から部長を任命しています。８等級から次長を任命しています。すでにその段顔まで成長した社員がいるのです。

中小企業では管理職層で任命する役職を、中堅職層の社員に挑戦させています。それ自体は問題ありません。「挑戦」であることを明確になっていないことだけが問題だったのです。
９．初任格付け
大手企業の３分の２以上は学歴で処遇を決めている話はしました。そのため日本の人事制度に関する書籍の９割以上は初任格付け、新卒で入った社員の等級を学歴によって変えています。高卒は１等級、短大は２等級、大卒は３等級。この格付けの仕方は学歴によるものと言えます。

学歴で決めている大手企業が多いため、中小企業の経営者が「当社も学歴で処遇を決める」と言っても、世間的には何の問題もありません。ただし社内で高卒が１等級で、大卒が３等級である理由を「学歴だ」として良いかどうかは明確にしなければなりません。

社員の格付けをする際の基準表を作りました。それは例えば次のように作った可能性があります。

３等級……60点以上

２等級……40点以上

１等級……40点未満

このように成長点数によって格付けをした以上は、大卒を仮に３等級と格付けした会社の場合、現在の成長シートで大卒が60点以上を取れることを前提に採用したことになります。

どうでしょうか、本当に自社成長シートで大卒が入社１年目で60点以上取れる可能性があるのでしょうか。それをこの成長シートの点数で説明できることがなければ、学歴によって仲良くできない環境を経営者自らがつくってしまった恐れがあります。これに改めて気を付ける必要があります。

そして自社は高卒・短大・大卒の初任格付けを何等級にするかを考えなければなりません。成長点数で等級を決める。この考え方を新卒も中途も同じように活用するのであれば、大卒も短大卒も高卒もすべて１等級であるのが原則になるでしょう。
10．カリキュラムが
体系的に組まれている
大手企業では入社した段階で、一般職層には一般職層の、中堅職層には中堅職層の、管理職層には管理職層の研修があることが分かります。それによって入社してから40年間学ぶことがたくさんあり、そしてその学びを会社は社員の成長のために行ってくれていることを理解し、その成長に取り組むことになるでしょう。

ところが中小企業の場合には、社員の成長という前提でカリキュラムが組まれていることはほとんどありません。

その時々の時代に必要な知識・技術や、その業界で必要な業務を選択しながら学んでいくことになります。必要なメンバー、必要な知識はその都度経営者の判断に委ねられ、その度毎の情報を伝えることによって断片的に学ぶ方向性を確認することになるでしょう。これが大手企業と中小企業の違いです。

ただ大手企業でも今の教育制度でコストパフォーマンスが計測できないことは確かです。今やっている研修が社員の成長にどう貢献しているのか。そしてそれは効果があったのかなかったのか。明確にすることはできません。

そしてその研修のコストが社員の更なる成長に対して大きな貢献をしているかどうかということを計測することもできません。これが日本の大手企業を含むすべての企業の問題です。

しかし、成長塾では日本で最もコストパフォーマンスの高い教育制度を実行する方法をお教えしています。なおかつ、一般職層・中堅職層・管理職層の成長シートがあれば、この会社で階層ごとにどんな考え方で仕事をすれば良いのか、どんな知識・技術を身につけていけば良いのか、そしてどんなことができるようになれば良いのかが、40年間にわたる成長のポイント、ゴールが示されています。それによって、中小企業であっても学ぶことが明確になっており、その成長のゴールに向けて事前に学習することもできるようになるでしょう。

会社の中での教育制度は基本的に社員の成長、そしてその結果が会社の業績に繋がるように設計をされています。だからと言って会社のためにやるのではありません。あくまでも社員の成長のためにあるのです。

今度は社員の成長のため、社員の成長点数をアップするための教育であることが明確に説明できるようになります。これによって社員の学ぶことに対する意欲が変わってきます。この成長点数がアップすることによってますます社員と会社が一緒に成長し、そしてパフォーマンスが計測できる、日本で最も役に立つ教育制度ができるようになります。
11．人事制度は
賃金を決めるためにある
もともと人事制度が必要とされたのは大手企業でした。大手企業で戦後業績がますます向上していく中で向上した利益を社員にどのように配分したら良いのかを悩む経営者が後を絶ちませんでした。

当然この時代の経営者はほとんどが創業経営者と言えます。その経営者が採用してきた社員の物心両面の豊かさ、そして幸せを願ってきたことは例外のないことでした。

社員に対して一生懸命指導し、教育をし、成長させ、そしてその最後に社員の昇給を増やし、そして賞与を増やしたい。この考え方は当然ながらすべての世界の企業の経営者が思っている思いではありません。特に日本の経営者の強い傾向だと断言できます。

ただ、賃金の決め方を学んだことのない経営者が多くの悩みを持っていたところに様々な専門家が誕生し、昇給・賞与の決め方をコンサルティングしてきたという歴史があります。つまり、人事制度は多くの場合、賃金を決めるためにありました。
そして様々な専門家の考え方を聞き、その中で自分に最も似た考え方を持った専門家の仕組みを導入することになりました。ここで多くの間違いをしてきたことに多くの当時の経営者自身は気づいていないでしょう。

経営者が決めたいように決めるのが人事制度であり、そしてどの経営者にも共通で役に立つような人事制度は存在しないのです。にもかかわらず専門家の考え方を鵜呑みにして導入してきたのです。

ただ、これまでの日本では右肩上がりの時代が続いてきましたから、どのような決め方をしたとしても概ね前の年よりも昇給・賞与が増えていました。そのため誰かと比べて納得できないことがあったとしても、概ね自分の賃金が前回より上がっていることで自分を納得させ、大きな問題にはならなかったのです。

「経営者が決めたいように決めるのが人事制度である」と考えれば、実は中小企業のほうが正しく評価や処遇を決めてきたと言えます。人事制度構築のコンサルティングを受けるためにはそれ相応の時間と費用負担が発生するため、なかなか仕組みを導入することの難しかった経営者は今までどおり勘で決めてきたからです。

また、大手企業にも中小企業にも同じく、上手に賃金を決めることができないという経営者悩みがあったことは確かです。しかし特に中小企業の経営者は賃金を決めることよりも社員の成長について大きな悩みを抱えていました。

人事制度は社員を成長させるためにこそつくるものです。すべての社員は規模に関係なく「優秀になりたい」「成長したい」と思っています。私たちはそのためにすべての社員が優秀になるための成長シートをつくりました。この成長シートは優秀な社員がモデルであることが大切です。つまり、ある会社でつくった成長シートは他の会社では使えないものであり、それが最も正しい成長シートであると言えるのです。
12．昇給・賞与は
業績と連動
どの会社でも業績と関係なしに昇給・賞与を決めることはありません。企業規模が大きくなり労働組合ができれば、労働組合側からの「業績によって昇給・賞与を増やしてもらいたい」という要求に答える形で経営者は昇給・賞与を決めてきました。大手企業に勤めた社員は、業績とその他の要因によって昇給・賞与が変動することを入社以来ずっと学んできたと言えます。

ところが中小企業ではその説明をする場所がありません。業績が良かったら昇給・賞与はたくさん出す。業績が厳しかったらその昇給・賞与は下げざるを得ない。真面目な経営者であればあるほど、ごく標準的な当たり前の決定の仕方をしてきました。ところがそれが社員には分かりません。そのため、「業績が悪いことは分かっていますが、生活があるので賞与を出してください」という発言が飛び出したりするのです。

業績が厳しくて賞与が出せない状況に陥った際、通常であれば赤字の状況ではとても賞与を出せることはありません。ところが先ほどのような社員からの言葉を毎年聞いてきた経営者が、間違ったことをしてしまうことがあるのです。

「去年は賞与を出した。去年以上に社員は頑張っていることは間違いがない。ここで業績が悪いから、赤字決算だからと言って賞与を出せなかったら社員のモチベーションはガクッと下がってしまう心配がある」

そう考えて最低限必要だと思われる賞与を、１か月分とは行かないまでも支給してしまうことがあるのです。

これは実は大きな問題です。業績が悪かったら賞与が出ないはずなのに、賞与が出たということは社員からすれば経営者がどう説明しようと、賞与を出せるだけのものがあったと考えます。決算書上で利益が出ないと言ってもどこかに賞与を支給するために貯めたものがあると考える社員さえ出ることがあります。

こうして社員は業績に関心を持たなくなります。これはこの会社の存続発展に対して大きなダメージだと言わざるを得ません。業績が悪くなった会社が存続できることはないからです。

業績が悪くなった最大の問題点は、お客様に提供している商品・サービスがお客様に喜んでもらえなかったことです。または競合他社に対して目劣りしてしまい、お客様を奪われてしまった結果と言わざるを得ません。それは社員の成長が足踏みしていることを如実に表しています。ここで「世の中に貢献する社員として成長していない」と自らの成長に対する危機感を持つことが必要にもかかわらず、ここで業績とは関係なしに昇給・賞与が出せてしまったら、社員は大きな勘違いをしていくことになります。

そのため中小企業ではそのことを明確にする必要があります。業績と関係して賞与原資はどう変わるのかを示す賞与原資の計算式。社員の成長に合わせて成長賞与がどう変わるのかの賞与決定ポイント表。業績と自分の成長に伴って昇給はどう変わって行くのかを示す昇給予定表。すべての処遇計画書を事業年度の最初に発表することが必要です。それによってすべての社員に、昇給・賞与は自分の成長だけではなく、業績も大いに影響することを伝えるのです。

経営者はすべての社員の成長を願い、そして昇給・賞与を出してあげたいと考えています。しかし、思いは正しいとしても業績の厳しい時は出せない現実を前もって社員に説明する必要があります。これが社員を強く育てる重要なポイントと言えるでしょう
13．学歴別
昇給・賞与の違い
先ほども話した通り、学歴によって担当する職種が違っている会社があります。これは大手企業に多いことです。学歴によって製造職または営業職と分けている会社は、職種によって昇給が違います。そればかりか賞与の額も違います。

様々な職種があったとしても学歴によって配属される場所が違い、昇給・賞与が違うということが明確になった段階で、明らかに組織力は発揮できることはないでしょう。

なぜなら会社の強さは創業期の「商品を作って売る」、いわゆる多能工だからです。商品を作る。そして売るという仕事を常に社員が異動してすべての職種を経験することで、この会社が世の中にどう貢献できるのかを総合的に判断できるようになるのです。

この異動がないと協力体制がないばかりか、お互いの仕事の中身を理解しやすくすることがなくなります。総合力がつかないばかりかお互いの組織の役割を理解することができなくなります。これによって最も大切な組織全体の力を高めることができません。

すべての社員がすべての職種を経験するという環境をつくりあげることによって、学歴に関係なく社員がその場所で働き教え合い協力し合い、そして多くを学んで一般職層・中堅職層・管理職層としてステップアップしていくのです。

製造部の仕事を経験しないで営業部だけ経験させて、管理職になれることはまずありえません。営業からの要望に対して、その先にいるお客様の要望に対してどのように商品を作っていくのかを考えるのは製造の現場です。それを現場で経験してないと頭だけで考えることになります。実際に体験せずに頭だけで考えて商品をつくることはできません。

一人前になるためには一般職層でも10年、中堅職層でも管理職層でも10年以上掛かります。その中で様々な経験を体験して積むことによって総合的な力を発揮することができるようになるのです。

大手企業では当然のように学歴によって就く職種が異なり、職種別に賃金表があります。ところが中小企業ではそれは必要ないばかりか、作ってはいけない表だと言えるでしょう。

すべての社員に様々なことを経験させる。そんな企業をつくることによって大手企業にはない総合的な力を発揮できる社員に育て上げて頂きたいと思います。
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